様式第１号（用紙　日本産業規格Ａ４縦型）

小規模企業経営力向上事業交付申請書

                                                                                                                         年　月　日

静岡県商工会連合会会長　　　氏　　　名　　様

（（一社）静岡県商工会議所連合会会長）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所在地　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　名　称　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 

年度において小規模企業経営力向上事業を実施したいので、補助金を交付されるよう関係書類を添えて申請します。また、申請にあたっては、「小規模企業経営力向上事業費補助金の手引」を確認し、当補助金の内容を十分に理解しています。

１　事業の内容

別添の事業計画書のとおり

２　補助事業に要する経費及び補助金交付申請額

補助事業に要する経費　　　　　　　円

補助金交付申請額　　　　　　　　　円

３　補助事業完了予定期日　　　　　年　月　日

口座振替先　金融機関名

　　　　　　支店名

　　　　　　口座種別

　　　　　　口座番号

　　　　　　口座名義人（カナ）

（注）　法人その他の団体にあっては、以下の項目についても記載すること。

責任者　職・氏名

　　　　作成者　職・氏名

※添付書類

法人の場合

· 現在事項全部証明書（原本）又は履歴事項全部証明書（原本）

· 決算書の写し（貸借対照表及び損益計算書等、売上高・利益等が確認できるもの。決算期を一度も迎えていない場合は売上計画表等、別途指定するもの。）

　個人の場合

· 確定申告書の写し（決算期を一度も迎えていない場合は、個人事業の開業届出書の写し。いずれも税務署へ提出したことがわかるもの。）

· 所得税青色申告決算書等の写し（貸借対照表及び損益計算書等、売上高・利益等が確認できるもの。決算期を一度も迎えていない場合は売上計画表等、別途指定するもの。）

　共通

· 誓約書（別紙様式１）

· （新型コロナウイルス感染症流行又は物価高騰の影響を受けた小規模企業として申請する場合）令和５年１月以降の任意の１か月間の売上高が、平成31年から令和４年までの期間における同月比10％以上※減少、又は令和５年１月以降の任意の１か月間の売上総利益が、平成31年から令和４年までの期間における同月比5％以上減少したことが確認できる書類（試算表、売上台帳等の写し、税理士・公認会計士が証明した資料等）※売上高が50％以上減少している場合、審査時に加点措置あり

· （事業継続計画策定済み小規模企業として申請する場合）県が別に定める基準を満たす事業継続計画の写し

（留意事項）採択された補助事業については、その取組内容をホームページや事例集等により公表することがあり、このことについて当申請により承諾したものとみなす。

